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第４章 温暖化対策実行計画の実施状況 
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■計画の概要 

本市では、地球温暖化対策を具体的に推進するため、「所沢市地球温暖化対策実行

計画」を策定し、より実効的な取組を市民・事業者と協働により推進し、市域から排

出される温室効果ガス排出量の削減を図っています。 

本計画は、市の事務・事業における温室効果ガス排出量の削減等に関する「事務事

業編」と、市域における温室効果ガス排出量の削減等に関する「区域施策編」の 2 つ

から編成され、下記のとおりそれぞれ削減目標を掲げ、その達成を目指しています。 

また、社会情勢、関係法令、施策の達成状況等に対応するため、2024（令和 6）年

3 月の「所沢市マチごとエコタウン推進計画（第 3 期所沢市環境基本計画）」の中間改

定に伴い、本計画の削減目標についても併せて改定を行いました。このたびはその削

減目標改定前の実績をまとめています。 
 

Ⅰ 事務事業編  

市の事務・事業における温室効果ガス排出量は 2013 年度を基準に、2028 年度ま

でに、35.3％削減することを目標としています。これは国の削減目標を市の計画期

間に応じた削減目標としたものです。 

Ⅱ 区域施策編  

市域における温室効果ガス排出量では、段階的な温室効果ガス排出量の削減を図

るため、短期目標と長期目標を国の削減目標にあわせ、それぞれ設定しています。

区域施策編では、国と県の取組を前提として、更に市の取組を進めることで、目標

の達成を目指しています。 

2013 年度を基準に、短期目標として 2028 年度までに 22.9％削減、長期目標とし

て 2050 年度までに、80％削減することを目標としています。 
 

 

■2023年度温室効果ガス排出量（速報）の概要 

本市の温室効果ガス排出量（事務事業編）は、市の公共施設における環境にやさ

しい電力の導入拡大や重油の使用量の減少、また節電などの省エネが進んだことな

どにより、目標を達成した昨年度を更に上回る削減ができました。今後も更なる取

組を進めるため、市の事務・事業において、主要な温室効果ガス排出源となってい

る自動車・公共施設について徹底的な省エネなど対策を推進します。 

市域の温室効果ガス排出量（区域施策編）は、エネルギー消費量や化石由来燃料

の使用量の減少等により、年次目標を達成しました。引き続き、特に排出の割合が

大きい民生家庭部門、民生業務部門及び運輸部門への施策を中心に、効果的な地球

温暖化対策を推進します。 
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Ⅰ 事務事業編 

１ 温室効果ガス排出量 

⑴  温室効果ガス排出量全体 

本計画は、市の事務・事業から発生する温室効果ガス排出量の削減を目的とし、

計画最終年度の 2028 年度までに基準年度（2013 年度）と比べて 35.3％削減するこ

とを目標としています。 

2023 年度における温室効果ガスの総排出量は、表 1 のとおり CO2換算で 8,665t-

CO2となっており、基準年度（2013 年度）と比べて 23,320t-CO2（72.9％）を削減

し、2023 年度の目標値（26.9%）を大きく上回り、前年度からさらに削減が進みま

した。これは 2018 年 10 月以降、市の公共施設等での使用電力を再生可能エネルギ

ー比率の高い「㈱ところざわ未来電力」に変更したことが大きく影響しています（詳

細は次項参照）。 

基準年度（2013 年度）、2022 年度及び 2023 年度の温室効果ガス排出量は表 1 の

とおりです。また、基準年度（2013 年度）からの経年変化を図 1 に示します。 

なお、本計画事務事業編（特に、表 1 及び図 1）においては、一般廃棄物排出量

など、市が直接的に管理することが困難な項目を分離した実績で評価しています。 

（表 1）温室効果ガス排出量 

 2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

実行計画の対象と

なる温室効果ガス

実績（廃棄物等を

除く） 

総排出量（t-CO2） 31,986 9,364 8,665 

対基準年度増減量

（t-CO2） 
― ▲ 22,622 ▲ 23,320 

対基準年度削減率 ―  70.7% 72.9% 

年次目標値 ― 25.3% 26.9% 

※ 参考：電気事業者ごとの調整後排出係数を用いた場合、基準年度時点で 31,855t-CO2 に対し、2023 年度

は 16,266t-CO2（対基準年度削減率 48.9%）でした。 

 

【参考】 

総排出量実績 

総排出量（t-CO2） 51,462 39,396 35,439 

対基準年度増減率 ― ▲23.4% ▲ 31.3% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガス排出量の算定に用いる電気の排出係数は、地球温暖化対策の推進に関する法

律施行令第 3 条第 1 項第 1 号ロの規定に基づき毎年告示される電気事業者ごとの基礎排出係

数を使用しています。この排出係数を「CO2排出係数」と表記します。 

なお、㈱ところざわ未来電力の CO2排出係数は、再生可能エネルギー比率の高いものであ

るため、従来の電力と比べて約 9 割低い CO2排出係数となっています。（P61 表 13 参照） 
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 【図 1】温室効果ガス排出量の推移（廃棄物等を除く） 

 

⑵  項目別温室効果ガス排出量の検討 

温室効果ガス排出量の項目別（①施設、②自動車、③その他）排出量は、以下の

とおりです。 

（表 2）項目別温室効果ガス排出量      （単位：t-CO2） 

  2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量 

対基準年度 

増減率 

① 施設 31,074 8,850 8,075 ▲ 22,999 ▲ 74% 

② 自動車 911 514 590 ▲ 321 ▲ 35% 

③ その他 

廃棄物 19,338 30,009 26,660 7,322 38% 

し尿処理 137 23 24 ▲ 113 ▲ 83% 

医療 1 0 0 ▲ 1 ▲ 100% 

総排出量 51,462 39,396 35,349 ▲ 16,113 ▲ 31% 

1) 小数点以下を四捨五入しているため、各項目の和が合わない場合があります。 

 

① 施設 

施設でのエネルギー使用に伴う温室効果ガス排出量は基準年度（2013 年度）と比

べて 74％削減されています。その理由として、次の 2 つが挙げられます。 

 

 

31,986 30,538
29,232

27,129 28,132

22,980

10,426 10,192 9,907 9,364 8,665

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2013年度

(基準年度)

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

【tｰCO２】 施設 自動車



Ⅰ 事務事業編 

５３ 
 

 

1 点目は、市のほぼ全ての公共施設において CO2排出係数の低い㈱ところざわ未

来電力の電気を利用していることです。これにより、市の公共施設において電気使

用に伴う温室効果ガス排出量を基準年度（2013 年度）と比べると 88％削減するこ

とができました。なお、㈱ところざわ未来電力の導入による削減量は、2023 年度分

で 14,216t-CO2と推測され、CO2排出係数の低い電気を利用することの効果が大き

く表れています（表 3 参照）。 

2 点目は、エネルギー使用量のうち、割合の多くを占めている電気の使用量が減

少したことです（表 4、図 2 参照）。これは、各施設における省エネ機器の導入や、

全庁的に節電（蛍光管の引き抜き消灯、エレベーター運転の制御等）や、その他の

取組（近階への階段利用、クールビズ等）により、電力需要の抑制を図っているこ

とが要因であると推測されます。 

 

 

（表 3）2022 年度における㈱ところざわ未来電力の導入効果（推計）      （単位：t-CO2） 

電気使用に伴う施設の温室効果ガス排出量 

推定削減量 
実績値 

環境にやさしい電力を導入 

しなかった場合の推定値※ 

3,109 17,325 14,216 

※ 高圧：112 施設、低圧：359 件。 
 

（表 4）全施設のエネルギー使用量    

エネルギー使用量 単位 
2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量 

対基準年度 

増減率 

電気使用量 MWh 49,606 39,113 37,911 ▲ 11,696 ▲ 24% 

燃
料
使
用
量
※ 

都市ガス km2 1,599 1,688 1,576 ▲24 ▲ 1% 

A 重油 kL 407 409 273 ▲134  ▲ 33% 

灯油 kL 175 172 185 10 5% 

液化石油ガス

（LPG） 
t 87 94 97 10  11% 

軽油 kL 67 18 20 ▲ 47 ▲ 70% 

ガソリン kL 2 1 1 ▲ 1 ▲ 35% 

※ 自動車以外の用に供されている燃料。 
1) 小数点以下を四捨五入しているため、各項目の和が合わない場合があります。 
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  【図 2】電気使用量の推移 

 

 
 

 （表 5）各エネルギー使用に伴う施設の温室効果ガス排出量 

エネルギー使用に伴う 

温室効果ガス排出量 
単位 

2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量 

対基準年度 

増減率 

電気 

t- 

CO₂ 

25,592 3,321 3,109 ▲ 22,483 ▲ 88% 

燃
料
※ 

都市ガス 3,503 3,662 3,419 ▲ 84 ▲ 2% 

A 重油 1,104 1,109 741 ▲ 363 ▲ 33% 

灯油 436 427 460 24 5% 

液化石油ガス

（LPG） 
261 281 291 30 11% 

軽油 173 46 53 ▲ 121 ▲ 70% 

ガソリン 5 3 3 ▲ 2 ▲ 35% 

合計 31,074 8,850 8,075 ▲ 22,999 ▲ 74% 

※ 自動車以外の用に供されている燃料。 

1) 小数点以下を四捨五入しているため、各項目の和が合わない場合があります。 
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＜各部の温室効果ガス排出量＞ 

基準年度（2013 年度）当時、市の事務・事業における温室効果ガス排出量の約 6

割を占めていた「施設」からの排出量に着目し、それらを部ごとに比較したものが

表 6 です。ほとんどの部において排出量が削減されており、主な理由としては㈱と

ころざわ未来電力への切替えや重油の使用量の減少、節電などの省エネが進んだこ

とが挙げられます。 
 

（表 6）各部の施設における温室効果ガス排出量（調整）      （単位：t-CO2） 

 2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量 

対基準年度 

増減率 

経営企画部 15 13 15 ▲ 0 ▲ 3% 

総務部 7 1 1 ▲ 6 ▲ 87% 

財務部 1,616 278 310 ▲ 1,307 ▲ 81% 

市民部 3,421 1,306 1,173 ▲ 2,248 ▲ 66% 

福祉部 1,140 669 621  ▲ 519 ▲ 46% 

こども未来部 1,055 510 439 ▲ 616 ▲ 58% 

健康推進部 399 125 99 ▲ 301 ▲ 75% 

環境クリーン部 7,618 1,072 1,033 ▲ 6,585 ▲ 86% 

産業経済部 209 52 56 ▲ 153 ▲ 73% 

街づくり計画部 7 2 2 ▲ 5 ▲ 72% 

建設部 1,987 613 617 ▲ 1,371 ▲ 69% 

医療センター 784 347 283 ▲ 501 ▲ 64% 

上下水道局 4,595 481 514 ▲ 4,081 ▲ 89% 

教育委員会 8,220 3,380 2,914 ▲ 5,306 ▲ 65% 

合計 31,074 8,850 8,075 ▲ 22,999 ▲ 74% 

1) 小数点以下を四捨五入しているため、各項目の和が合わない場合があります。 

2) 組織体制に合わせて、施設を保有している組織のみ掲載しています。 
 

② 自動車 

自動車から排出された温室効果ガス排出量は、表 7 のとおり基準年度（2013 年

度）と比べて減少しています。これは、車両台数及び全走行距離が減少したことや

低燃費車への買替え、公用自転車の活用による効果と考えられます。また、2022 年

度との比較では、全走行距離が増加したことによる排出量の増加がみられます。 
 

（表 7）公用車の使用状況        

  
2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量 

対基準年度 

増減率 

全走行距離(km) 2,105,740 1,381,111 1,618,967 ▲ 486,773 ▲ 23% 

車両台数（台） 413 362 357 ▲ 56 ▲ 14% 

低公害車台数(台） 

（再掲） 
114 194 191 77 68% 

温室効果ガス排出量

(t-CO2) 
911 514 590 ▲ 321 ▲ 35% 

※ 低公害車とは、電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド車等の次世代自動車や低排出ガス

車等としています。  
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③ その他 

市が直接的に管理することが困難な項目である一般廃棄物、下水・し尿処理に係る

「その他の項目」においては、表 8 のとおり基準年度（2013 年度）と比べて、全体

での温室効果ガス排出量は増加しています。 

一般廃棄物処理に係る温室効果ガス排出量は、表 9 のとおり東部クリーンセンター

におけるプラスチック類の混入量が増加しているため、基準年度（2013 年度）と比

べて増加しています。 

なお、基準年度（2013 年度）からの推移を図 3 に示しています。 

 

（表 8）その他の項目における温室効果ガス排出量               （単位：t-CO2） 

 2013 年度 

(基準年度) 
2022 度 2023 年度 

対基準年度 

増減量 

対基準年度 

増減率 

東部・西部 

クリーンセンター 
19,338 30,009 26,660 7,322 38% 

衛生センター 137 23 24 ▲ 113 ▲ 83% 

保健センター 1 0 0 ▲ 1 ▲ 100% 

総排出量 19,476 30,032 26,684 7,207 37% 

1) 小数点以下を四捨五入しているため、各項目の和が合わない場合があります。 

 

 

（表 9）一般廃棄物処理に係る温室効果ガス排出量              （単位：t-CO2） 

東部クリーンセンター 

（連続燃焼式） 

2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量 

対基準年度 

増減率 

温室効果ガス排出量(t-CO2) 14,771 25,668 23,260 8,490 57% 

 プラスチック焼却に伴う 

二酸化炭素排出量(t-CO2) 
13,756 24,833 22,463 8,707 63% 

 
焼却に伴い発生するメタ

ン・一酸化二窒素の排出量

(t-CO2) 

1,015 836 797 ▲ 218 ▲ 21% 

一般廃棄物焼却量(t) 1） 57,661 49,387 47,093 ▲ 10,568 ▲ 18% 

 プラスチック類混入量(t) 2） 4,976 8,981 8,124 3,149 63% 

 プラスチック類混入率 2）(％) 16 31 29 13 81% 
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西部クリーンセンター 

（連続燃焼式） 

2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量 

対基準年度 

増減率 

温室効果ガス排出量(t-CO2) 4,568 4,340 3,400 ▲ 1,168 ▲ 26% 

  
プラスチック焼却に伴う 

二酸化炭素排出量(t-CO2) 
4,040 3,898 3,010 ▲ 1,030 ▲ 25% 

  

焼却に伴い発生するメタ

ン・一酸化二窒素の排出量

(t-CO2) 

528 442 390 ▲ 138 ▲ 26% 

一般廃棄物焼却量(t) 1） 28,807 26,151 23,032 ▲ 5,775 ▲ 20% 

  プラスチック類混入量(t) 2） 1,466 1,410 1,089 ▲ 378 ▲ 26% 

  プラスチック類混入率 2）(%) 11 11 10 ▲ 1 ▲ 11% 

1) 湿ベース（水分を含んだ状態）の一般廃棄物焼却量です。 

2) 乾ベース（ごみを乾かして水分を飛ばした状態）の分析結果に基づいています。 

3) 小数点以下を四捨五入しているため、各項目の和が合わない場合があります。 

 

 

 

【図 3】一般廃棄物処理に係る温室効果ガス排出量の推移 
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Ⅱ 区域施策編 

温室効果ガス排出量（速報値)  
 
⑴  温室効果ガス排出量全体 

本計画は、市域における温室効果ガス排出量の削減を目的に、2013 年度を基準

に、短期目標として「2028 年度までに 22.9％削減」、長期目標として「2050 年度

までに 80%削減」を掲げています。 

2023 年度の市域における温室効果ガス排出量は、表 10 のとおり、CO2 換算で、

105.4万 t-CO2となっており、基準年度（2013 年度）と比べて 51.6万 t-CO2（32.8%）

を削減し、2023 年度の目標値（14.4%）を上回りました。 

なお、基準年度（2013 年度）及び 2023 年度の温室効果ガス排出量は、表 10 の

とおりです。また、計画期間中の経年変化を図 4 に示します。 
 

(表 10)市域における温室効果ガス排出量 

 2013 年度(基準年度) 2022 年度 2023 年度(速報値) 1) 

温室効果 

ガ ス 

総排出量(万 t-CO2)  157.0 114.8 105.4 

対基準年度増減量(万 t-CO2) － ▲ 42.2 ▲ 51.6 

対基準年度削減率 －  26.9%  32.8% 

年次目標値 － 12.7% 14.4% 

1 ） 現在までに入手できる最新基礎データにより算出していることから、速報値としています。 

 

 

 

 

 

 

 

＜注＞国の算定マニュアルの改正や、電気及びガスの小売自由化などに伴い、2019 年 3 月に策定し

たマチごとエコタウン推進計画(第 3 期所沢市環境基本計画)から、算定方法を変更しています。 

あわせて、道路交通センサス等、元となる統計資料も随時最新のものにしているため、計画策定時の

参照データと異なる場合があります。 

 

【図 4】市域における温室効果ガス排出量の推移 
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⑵  項目別温室効果ガス排出量の検討 

① 二酸化炭素の温室効果ガス排出量の検討 

温室効果ガス排出量のうち、二酸化炭素に係る項目別（①産業部門、②民生業務

部門、③民生家庭部門、④運輸部門、⑤廃棄物部門）排出量及びその他のガスに係

る項目別（①メタン、②一酸化二窒素）排出量は、表 11 のとおりです。 

 

（表 11）項目別温室効果ガス排出量（CO2排出係数変動）          (単位：万 t-CO2) 

 2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量(増減率) 

二酸化炭素 155.3 113.4 104.2 
▲51.1 

(▲32.9%) 

 ①産業部門 21.1 14.2 12.2 
▲8.9 

(▲42.1%) 

 ②民生業務部門 39.3 27.5 25.3 
▲14.0 

(▲35.6%) 

 ③民生家庭部門 49.3 36.3 31.8 
▲17.5 

(▲35.5%) 

 ④運輸部門 43.8 32.4 32.3 
▲11.5 

(▲26.2%) 

 ⑤廃棄物部門 1.8 2.9 2.5 
0.7 

(41.5%) 

その他のガス 1.7 1.4 1.3 
▲0.4 

(▲25.9%) 

 ①メタン 0.3 0.2 0.2 
▲0.1 

(▲35.1%) 

 ②一酸化二窒素 1.4 1.2 1.1 
▲0.3 

(▲23.9%) 

温室効果ガス総排出量 157.0 114.8 105.4 
▲51.6 

(▲32.8%) 

1 ） 小数点第二位を四捨五入しているため、各項目の和が合わない場合があります。 

 

 

 
2023 年度は、市域全体で基準年度（2013 年度）と比

べて、二酸化炭素排出量は 51.1 万 t-CO2（▲32.9%）減

少し、その他のガスは 0.4 万 t-CO2（▲25.9%）減少して

います。全体では 51.6 万 t-CO2（▲32.8%）の減少とな

っています。 

なお、図 5 のとおり、温室効果ガス中の割合はほとん

どが二酸化炭素で、メタン、一酸化二窒素のその他のガ

スは 1%程度です。 

 

  

【図 5】温室効果ガスの内訳 
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また、図 6 のとおり、二酸化炭素の部門別排

出割合では、運輸部門が最も多く、全体の 3 割

超を占めており、続いて民生家庭部門、民生業

務部門が多くの割合を占めている状況です。 

部門別の二酸化炭素排出量の経年変化につ

いては、図 7 のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

2023 年度においては、図 7 のとおり、ほとんどの部門で基準年度（2013 年度）

に比べて排出量が減少しました。特に、産業部門、民生業務部門における排出が減

少傾向となっています。これは、生産設備の省エネルギー化や節電などの省エネ対

策が進んでいること等が要因であると推測されます。 

今後、更なる再エネの導入と省エネの徹底を推進していくことにより、排出量の

削減につなげていくことが重要になっていきます。 

 
 
 

② その他の温室効果ガス排出量（メタン・一酸化二窒素）の検討 

メタン・一酸化二窒素は、主に自動車の走行や廃棄物処理等に伴い発生するガス

で、表 11 のとおり、基準年度（2013 年度）に比べ 0.4 万 t-CO2（▲25.9%）減少し

ています。一酸化二窒素排出量の内訳は、表 12 のとおりです。 

【図 7】部門別の二酸化炭素排出量の推移 

【図 6】二酸化炭素の部門別排出割合 
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特に、排出量の多くを占める自動車の走行については、基準年度（2013 年度）に

比べると年間排出量が減少しています。これは基準年度と比べ、走行距離の減少や

低燃費車両の流通割合が増加したこと等が要因であると推測されます。 

 

（表 12）一酸化二窒素排出量の内訳                     （単位：t-CO2）  

 2013 年度 

(基準年度) 
2022 年度 2023 年度 

対基準年度 

増減量(増減率) 

エネルギー 

消費 

産業系 888.0 541.8 383.1 
▲ 504.9 

(▲56.9%) 

家庭・業務系 295.7 138.7 116.9 
▲ 178.8 

(▲60.5%) 

農 業 

家畜のふん尿管理 795.0 381.5 337.0 
▲ 458.1 

(▲57.6%) 

窒素肥料等土壌か

らの排出 
26.1 15.3 13.6 

▲ 12.6 

(▲48.1%) 

自動車の走行 10,723.9 9,803.1 8,648.8 
▲2,075.2 

(▲19.4%) 

廃棄物処理 

焼却処理（一廃） 1,437.0 1,254.5 1,036.6 
▲ 400.4 

(▲27.9%) 

し尿処理 4.7 5.4 4.7 
0.0 

(0.5%) 

浄化槽処理 182.8 123.9 107.6 
▲ 75.2 

(▲41.1%) 

合  計 14,379.2 12,264.2 10,648.2 
▲3,731.0 

(▲25.9%) 

1 ） 小数点第二位を四捨五入しているため、各項目の和が合わない場合があります。 
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参  考 

 

⑴ CO2排出係数の推移 

電気の使用に伴う CO2排出係数は、国から公表される各電気事業者の基礎排出係

数を使用しています。 

なお、基準年度（2013 年度）は、0.531kg-CO2/kWh（旧東京電力㈱の実排出係

数）を使用しています。 

 

（表 13）電気の使用に伴う CO2排出係数                （単位：kg-CO2/kWh） 

当報告書対象年

度 
2013 年度 
(基準年度) 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

東京電力エナジ
ーパートナー㈱  

0.531 0.468 0.434 0.447 0.457 0.438 

㈱ところざわ未
来電力 

－ 0.035 0.041 0.069 0.058 0.058 

＜参考＞電気の使用に伴う調整後排出係数 

当報告書対象年

度 
2013 年度 
(基準年度) 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

東京電力エナジ
ーパートナー㈱  

0.522 － － － － 0.438 

㈱ところざわ未
来電力 

－ － － － － 0.203 

 

 

⑵  太陽光発電システムの設置状況について 

市内における太陽光発電システムの設置件数及び総出力は、次のとおりです。 

 

（表 14）市内における太陽光発電システム設置件数※及び総出力      

 
2013 年度 
(基準年度) 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

太陽光発電シス

テム設置数（件） 
3,311 5,820 6,126 6,496 6,932 7,400 

再生可能エネル

ギー設備の総出

力（MW） 

－ 37.4 39.1 41.0 43.1 45.4 

※ 電力自由化に伴い、基礎データの収集ができなくなったことから、2016 年度以降は国の統計データを用

い算出しています。 

1) 出典：再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法における再生可能エネルギー発電設備の

導入状況（資源エネルギー庁） 

 

 

 

 

 


